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(54) Title: BUFFER AND METHOD FOR PRODUCING BUFFER

(54) 発明の名称 ：緩衝器及び緩衝器の製造方法

(57) ADStract: In the present invention, a piston ( ，to which a piston rod
(6) i s coupled i s inserted into a cylinder which has an oil solution enclosed
therein, and the flow of the oil solution caused by the movement of the pis -
ton (5) i s controlled by a damping force generation mechanism (25), thus
generating a damping force. The damping force generation mechanism (25)
i s provided within a cylindrical case (26) that projects out at a side part of an
external cylinder (3), and a nut member (34) i s threaded onto a male thread
section (50) of the case (26) to secure the damping force generation mechan
ism (25). A n O-ring i s provided between an outer peripheral surface of the
case (26) and an inner peripheral surface of the nut member (34), and the un-
painted male thread section (50) i s sealed fiOm the exterior. This makes i t
possible t o prevent moisture, dust, and the like fiOm infiltrating t o the un-
painted male thread section (50), and to prevent the occurrence of rust and
corrosion.

(57) 要約：油液が封入されたシリンダ内に、ビス トンロッド6
が連結されたビス トン5 を挿入 し、ビス トン5 の移動によつ
て生 じる油液の流れを減衰力発生機構 2 5 によって制御 して
減衰力を発生させる。外筒 3 の側部に突出する円筒状のケ一
ス 2 6 内に減衰力発生機構 2 5 を設け、ケース 2 6 の雄ネジ
部 5 0 にナツ ト部材 3 4 を螺着 して減衰力発生機構 2 5 を固
定する。ケース 2 6 の外周面とナッ ト部材 3 4 の内周面との
間にO リングを設けて、未塗装の雄ネジ部 5 0 を外部か ら
シールする。これにより、未塗装の雄ネジ部 5 0 への水分、
埃等の侵入を防止 して、鐫、腐食の発生を防止することがで
きる。
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明 細 書

発明の名称 ：緩衝器及び緩衝器の製造方法

技術分野
[0001 ] ピス トンロッドのス トロークに対 して、シリンダ内の作動流体の流れを制

御することにより減衰力を発生させる緩衝器及び緩衝器の製造方法に関する

ものである。

背景技術
[0002] 例えば、特許文献 1 に記載されているように、自動車等の車両のサスペン

シヨン装置に装着される筒型の緩衝器において、シリンダを含む緩衝器本体

部の側壁に円筒状部材を突出させ、この円筒状部材の内部にバルブ、ソレノ

ィ ド等からなる減衰力発生機構を収容するようにしたものがある。そして、

上記特許文献 1 に記載された緩衝器では、円筒状部材の先端部外周に形成さ

れたネジ部に円筒状のナツ卜部材を螺着することにより、円筒状部材の内部

に収容された減衰力発生機構を固定している。

先行技術文献

特許文献
[0003] 特許文献1 ：特開 2 0 1 - 7 5 0 6 0 号公報

発明の概要

発明が解決しょうとする課題
[0004] 上記特許文献 1 に記載された緩衝器においては、シリンダ側面に減衰力発

生機構が収容される円筒状部材が設けられるので、水分や埃にさらされやす

く、未塗装のネジ部は、水分や埃等の浸入により錡が発生しやすい。

[0005] 本発明は、ネジ部への水分及び埃等の異物の侵入を防止することができる

緩衝器及びその製造方法を提供することを目的とする。

課題を解決するための手段
[0006] 上記の課題を解決するために、本発明は、作動流体が封入されたシリンダ

と、該シリンダ内に挿入されたピス トンと、



該 ピス トンに連結 されて前記シ リンダの外部 に延出された ビス トンロッ ド

と、

前記シ リンダ内の ビス 卜ンの摺動 による作動流体の流れを制御 して減衰力

を発生させる減衰力発生機構 とを備 えた緩衝器 において、

前記シ リンダを含む緩衝器本体部の側部 に突出する筒状のケースと、該ケ

ースの外周部 に形成 された雄 ネジ部 と、前記雄 ネジ部 に螺合する雌 ネジ部が

内周部 に形成 された筒状の螺合部材 と、前記ケースの外周部 と前記螺合部材

の内周部 との間に設 け られて前記雄 ネジ部及び雌 ネジ部 を外部か らシールす

る環状のシール部材 とを備 えていることを特徴 とする。

また、上記緩衝器の製造方法であ って、

前記緩衝器は、前記ケースの外周部 に環状のシール溝が形成 され、前記シ

—ル部材は、前記シ一ル溝 に嵌合 されてお り、

前記ケースの環状溝 に前記シール部材 を嵌合する工程 と、

前記シール溝 に嵌合 された前記シール部材 に内周面が密着する筒状部 を有

するマスク部材 を前記ケースに外嵌 して、前記雄 ネジ部 をマスクする工程 と

前記ケースの外周部 を塗装する工程 とを有すること特徴 とする緩衝器の製

方法。

発明の効果

[0007] 本発明によれば、 ネジ部への水分及び埃等の異物の侵入を防止することが

で きる。

図面の簡単な説明

[0008] [ 図 1]本発明の一実施形態 に係 る緩衝器の縦断面図である。

[ 図2] 図 1 の緩衝器の要部である減衰力発生機構 を拡大 して示す縦断面図であ

る。

[ 図3] 図 1 の緩衝器の要部である減衰力発生機構の製造工程 を示す縦段面図で

ある。

符号の説明



[0009] 1 緩衝器、 2 シ リンダ、 3 外筒 （緩衝器本体部）、 5 ピス トン

、 6 ピス トンロッ ド、 2 5 減衰力発生機構、 2 6 ケース、 3 4 ナ ツ

卜部材 （螺合部材）、 5 0 雄 ネジ部、 6 0 0 リング （シール部材）

発明を実施するための形態

[001 0] 以下、本発明の実施形態 について図面 に基づいて詳細 に説明する。

図 1 及び図 2 に示すように、本実施形態 に係 る緩衝器 1 は、筒型の減衰力

調整式油圧緩衝器であ って、 シ リンダ 2 の外側 に外筒 3 を設 けた複筒構造で

、 シ リンダ 2 と外筒 3 との間に環状 の リザ一バ 4 が形成 されている。 シ リン

ダ 2 内には、 ピス トン 5 が摺動可能 に嵌装 され、 この ピス トン 5 によってシ

リンダ 2 内がシ リンダ上室 2 A とシ リンダ下室 2 B との 2 室 に画成 されてい

る。 ピス トン 5 には、 ピス トンロッ ド6 の一端 がナ ッ ト7 によって連結 され

てお り、 ピス トンロッ ド6 の他端側 は、 シ リンダ上室 2 A を通 り、 シ リンダ

2 及び外筒 3 の上端部 に装着 された ロッ ドガイ ド8 およびオイル シール 9 に

揷通 されて、 シ リンダ 2 の外部へ延 出されている。 シ リンダ 2 の下端部 には

、 シ リンダ下室 2 B と リザ一バ 4 とを区画するべ一スバル ブ 1 0 が設 け られ

ている。

[001 1] ピス トン 5 には、 シ リンダ上下室 2 A 、 2 B 間 を連通 させ る通路 1 1 、 1

2 が設 け られている。 そ して、通路 1 2 には、 シ リンダ下室 2 B 側 か らシ リ

ンダ上室 2 A 側への流体の流通のみ を許容する逆止弁 1 3 が設 け られ、 また

、通路 1 1 には、 シ リンダ上室 2 A 側 の流体の圧力が所定圧力 に達 した とき

開弁 して、 これ をシ リンダ下室 2 B 側へ リリー フするデ ィスクバル ブ 1 4 が

設 け られている。

[001 2] ベ ースバル ブ 1 0 には、 シ リンダ下室 2 B と リザ一バ 4 とを連通 させ る通

路 1 5 、 6 が設 け られている。 そ して、通路 1 5 には、 リザ一バ 4 側 か ら

シ リンダ下室 2 B 側への流体の流通のみ を許容する逆止弁 1 7 が設 け られ、

また、通路 1 6 には、 シ リンダ下室 2 B 側 の流体の圧力が所定圧力 に達 した

とき開弁 して、 これ を リザ一バ 4 側へ リリー フするデ ィスクバル ブ 1 8 が設

け られている。 シ リンダ 2 内には、作動流体 と して油液 が封入 され、 リザ一



バ 4 内には油液及び ガスが封入 されている。

[001 3] シ リンダ 2 には、上下両端部 にシール部材 1 9 を介 してセパ レ一タチ ュー

プ 2 0 が外嵌 されてお り、 シ リンダ 2 の側壁 とその外周 に設 け られたセパ レ

—タチ ュー ブ 2 0 の円筒状 の側壁 との間に環状通路 2 が形成 されている。

環状通路 2 は、 シ リンダ 2 の上端部付近の側壁 に設 け られた通路 2 2 によ

つてシ リンダ上室 2 A に連通 されている。 セパ レ一タチ ュー ブ 2 0 の側壁の

下部 には、環状通路 2 に連通する接続 口 2 3 を有 する小径 の略円筒状 の枝

管 4 5 が突出 している。 また、外筒 3 の側壁 には、枝管 4 5 と略同心 に大径

の流入 口 2 4 が開 口され、外筒 3 の側壁の流入 口 2 4 に減衰力発生機構 2 5

が取付 け られている。

[0014] 減衰力発生機構 2 5 は、 シ リンダ 2 を含む緩衝器本体部 を構成 する外筒 3

の側部 に突出する円筒状 ない し筒状 のケース 2 6 内に設 け られている。 ケ一

ス 2 6 は、外筒 3 の流入 口 2 4 に取付 け られ、 内部 に、パ イ ロッ ト型 （背圧

型）のメイ ンバル ブ 2 7 及び メイ ンバル ブ 2 7 の開弁圧力 を制御 するソ レノ

イ ド駆動の圧力制御弁であるパ イ ロッ トバル ブ 2 8 が設 け られ、更 に、パ イ

ロッ 卜バル ブ 2 8 の下流側 に、 フ ェイル 時 に作動するフ ェイル バル ブ 2 9 が

設 け られている。 そ して、 セパ レ一タチ ュー ブ 2 0 の枝管 4 5 の接続 口 2 3

に連結管 3 0 が液密的に挿入 されている。 これ によ り、接続 口 2 3 か ら連結

管 3 0 に油液 を導入 し、 メイ ンバル ブ 2 7 、パ イ ロッ トバル ブ 2 8 及び フエ

ィルバル ブ 2 9 を通 してケース 2 6 で囲 まれた室 2 6 A へ流通 させ る。室 2

6 A 内の油液 は、 ケース 2 6 の端部 の通路 3 1 及び外筒 3 の流入 口 2 4 を通

して リザ一バ 4 へ流入する。

[001 5] この とき、 メイ ンバル ブ 2 7 の開弁前 には、パ イ ロッ トバル ブ 2 8 によつ

て油液 の流れ を制御 して減衰力 を発生 し、 メイ ンバル ブ 2 7 の開弁時 には、

主 にメイ ンバル ブ 2 7 によって減衰力 を発生する。 また、パ イ ロッ トバル ブ

8 の上流側 の油液 の一部 をメイ ンバル ブ 2 7 の背部 の背圧室 3 に導入 し

、 その内圧 をメイ ンバル ブ 2 7 の閉弁方向に作用 させ る。 リー ド線 4 2 を介

して ソ レノィ ド4 0 に通電する電流 によってパ イ ロッ 卜バル ブ 2 8 の制御圧



力 を調 整 す る こ と に よ り、 減 衰 力 を調 整 す る こ とが で き、 そ の結 果 、 背 圧 室

の 内圧 が 変 化 して メ イ ンバ ル ブ 2 7 の 開 弁 圧 力 及 び 開度 を調 整 す る こ とが で

き る。 また、 フ ェ イル バ ル ブ 2 9 は、 信 号 待 ち で 車 を停 止 して い る と き、 あ

る い は、 万 一 、 ソ レノイ ド4 0 へ の 通 電 が 遮 断 され た と き、 閉 弁 し、 常 時 開

とな った パ イ ロ ッ 卜バ ル ブ 2 7 の代 りに油 液 の 流 れ を制 限 す る こ と に よ り、

減 衰 力 の 過 度 の低 下 を 防 止 して 適 度 な減 衰 力 を維 持 す る よ う に な つて い る。

[001 6] ケ ー ス 2 6 内 に は、 連 結 管 3 0 、 通 路 3 1 を構 成 す る スぺ 一 サ 3 2 、 メ イ

ンバ ル ブ 2 7 、 パ イ ロ ッ 卜バ ル ブ 2 8 及 び フ ェ イル バ ル ブ 2 9 を構 成 す る メ

イ ンボ デ ィ 3 5 、 パ イ ロ ッ トピ ン 3 6 及 び パ イ ロ ッ トボ デ ィ 3 7 、 並 び に ソ

レノイ ド4 0 を収 容 す る ソ レノイ ドケ ー ス 4 1 ( 嵌 合 部 材 ） が揷 入 され 、 こ

れ らは、 ケ ー ス 2 6 の 開 口側 に螺 合 部 材 で あ る ナ ツ 卜部 材 3 4 をね じ込 む こ

と に よ り、 軸 力 が 付 与 され て 固 定 され て い る。

[001 7 ] 次 に、 減 衰 力 発 生機 構 2 5 の ケ ー ス 2 6 と ソ レノイ ドケ ー ス 4 1 との結 合

部 の構 造 に つ い て 更 に詳 細 に説 明 す る。

ケ ー ス 2 6 の 開 口部 の 外 周 部 に は、 雄 ネ ジ部 5 0 が形 成 され て い る。 ソ レ

ノィ ドケ ー ス 4 は、 ケ ー ス 2 6 に揷 入 、 嵌 合 され る 円筒 部 4 A の 外 周 部

に シ ー ル 溝 5 3 が形 成 され て い る。 シ ー ル 溝 5 3 に主 シ ー ル 部 材 で あ る 0 リ

ン グ 5 4 が 嵌 合 され 、 0 リン グ 5 4 に よ って、 ケ ー ス 2 6 と ソ レノイ ドケ 一

ス 4 との 間 が シ ー ル され て い る。 ナ ツ 卜部 材 3 4 は、 略 円筒 状 で、 ケ ー ス

2 6 に外 嵌 され る一 端 側 内周 面 に、 ケ ー ス 2 6 の雄 ネ ジ部 5 0 に螺 合 す る雌

ネ ジ部 5 5 が形 成 され て い る。 また、 ナ ッ ト部 材 3 4 の他 端 側 の 内周 部 は、

ソ レノィ ドケ 一 ス 4 の 外 周 面 に摺 接 又 は近 接 す る よ う に縮 径 され て、 段 部

で あ る係 止 部 5 6 が形 成 され て い る。 ソ レノィ ドケ ー ス 4 の 外 周 部 に は、

ナ ッ ト部 材 3 4 の係 止 部 5 6 に対 向 して、 環 状 の係 止 溝 5 7 が形 成 され 、 係

止 溝 5 7 に 円形 断 面 を有 す る止 輪 5 8 の 内周 部 が 嵌 合 され て い る。 そ して、

ソ レノィ ドケ ー ス 4 を ケ ー ス 2 6 内 に挿 入 し、 ナ ツ 卜部 材 3 4 の雌 ネ ジ部

5 5 を螺 合 して、 ナ ッ ト部 材 3 4 を締 付 け る こ と に よ り、 ナ ッ ト部 材 3 4 の

係 止 部 5 6 が 止 輪 5 8 の 外 周 部 に係 合 して、 ソ レノィ ドケ ー ス 4 を軸 方 向



に押圧する。 これ によ り、 ケース 2 6 内に挿入 された連結管 3 0 、 スぺ一サ

3 2 、 メイ ンボデ ィ 3 5 、パ イ ロッ トピン 3 6 及びパ イ ロッ トボデ ィ 3 7 に

軸力 を付与 して、 これ らを固定する。 ナ ッ ト部材 3 4 の他端部 には、 ナ ッ ト

部材 3 4 を締付 ける工具 を係合するための係合部 5 9 が形成 されている。

[001 8] ケース 2 6 の外周面 には、雄 ネジ部 5 0 の基端側 に隣接 して環状 のシール

溝 5 が形成 され、 シ一ル溝 5 には、 シ一ル部材である 0 リング 6 0 が嵌

合 されている。 ナ ッ ト部材 3 4 の一端側 内周部 には、雌 ネジ部 5 5 の先端側

に隣接 して、 ケース 2 6 のシール溝 5 にシール面 6 が形成 されている。

そ して、 ナ ッ ト部材 3 4 をケース 2 6 に螺着 した とき、 0 リング 6 0 がシ一

ル面 6 に押圧 されて、 ケース 2 6 の外周面 とナ ツ 卜部材 3 4 の内周面 との

間をシールする。

[001 9] 以上のように構成 した本実施形態の作用 について次 に説明する。

緩衝器 1 は、 ピス トンロッ ド6 側 を上方 に、ベースバル ブ 1 0 側 を下方 に

向けて車両のサスペ ンシ ョン装置のパ ネ上 （車体側）、パ ネ下 （車輪側）間

等の相対移動可能な 2 部材間に装着 され、 リー ド線 4 2 が制御装置 に接続 さ

れ る。

[0020] ピス トン口ッ ド6 の伸び行程時 には、 シ リンダ 2 内の ビス トン 5 の移動 に

よって、 ピス トン 5 の逆止弁 1 3 が閉 じ、デ ィスクバル ブ 1 4 の開弁前 には

、 シ リンダ上室 2 A 側 の流体が加圧 されて、通路 2 2 及び環状通路 2 1 を通

り、 セパ レ一タチ ュー ブ 2 0 の接続 口 2 3 か ら減衰力発生機構 2 5 の入 口通

路 3 0 へ流入する。 そ して、入 口通路 3 0 か ら流入 した流体 は、 メイ ンバル

プ 2 7 、パ イ ロッ 卜バル ブ 2 8 及び フェイルバル ブ 2 9 を通 ってケース 2 6

で囲 まれた室 2 6 A へ流れ、更 に、 ケース 2 6 の端部 の通路 3 及び外筒 3

の流入 口 2 4 を通 って リザ一バ 4 へ流入する。

[0021 ] この とき、 ピス トン 5 が移動 した分の流体が リザ一バ 4 か らべ一スバル ブ

0 の逆止弁 1 7 を開いてシ リンダ下室 2 B へ流入する。 なお、 シ リンダ上

室 2 A の圧力が ピス トン 5 のデ ィスクバル ブ 1 4 の開弁圧力 に達すると、デ

イスクバル プ 1 4 が開いて、 シ リンダ上室 2 A の圧力 をシ リンダ下室 2 B へ



リリーフすることにより、シリンダ上室 2 A の過度の圧力の上昇を防止する

[0022] ピス トンロッド6 の縮み行程時には、シリンダ2 内のピス トン5 の移動に

よって、 ピス トン5 の逆止弁 1 3 が開き、ベースバルブ 1 0 の通路 1 5 の逆

止弁 1 7 が閉 じて、ディスクバルブ 1 8 の開弁前には、 ピス トン下室 2 B の

流体がシリンダ上室 2 A へ流入 し、 ピス トンロッド6 がシリンダ2 内に侵入

した分の流体がシリンダ上室 2 A から、上記伸び行程時と同様の経路を通つ

てリザ一バ 4 へ流れる。なお、シリンダ下室 2 B 内の圧力がベースバルブ 1

0 のディスクバルブ 1 8 の開弁圧力に達すると、ディスクバルブ 1 8 が開い

て、シリンダ下室 2 B の圧力をリザ一バ 4 ヘ リリーフすることにより、シリ

ンダ下室 2 B の過度の圧力の上昇を防止する。

[0023] これにより、 ピス トンロッド6 の伸縮行程時共に、減衰力発生機構 2 5 に

おいて、メインバルブ2 7 の開弁前 （ピス トン速度低速域）においては、パ

ィロットバルブ2 8 によって減衰力が発生 し、メインバルブ2 7 の開弁後 （

ピス トン速度高速域）においては、その開度に応 じて減衰力が発生する。そ

して、ソレノィ ド4 0 への通電電流によってパイロッ卜バルブ2 8 の制御圧

力を調整することにより、減衰力を調整することができ、その結果、背圧室

3 2 の内圧が変化 してメインバルブ2 7 の開弁圧力及び開度を調整すること

ができる。また、車が信号で停車 したときや、万一、ソレノイ ド4 0 への通

電が遮断された場合には、フェイルバルブ2 9 が閉弁 し、常時開となったパ

イロッ卜バルブの代 りに油液の流れを制限することにより、減衰力の過度の

低下を防止 して適度な減衰力を維持することができる。

[0024] 減衰力発生機構 2 5 のケース 2 6 とナツ卜部材 3 4 との間に0 リング6 0

を設けたことにより、ケース 2 6 とナツ卜部材 3 4 とを螺着する雄ネジ部 5

0 及び雌ネジ部 5 5 が外部からシールされるので、未塗装の雄ネジ部 5 0 及

び雌ネジ部 5 5 に外部から水分及び埃等の異物が侵入することを防止するこ

とができる。雄ネジ部 5 0 及び雌ネジ部 5 5 の錡、腐食の発生を防止するこ

とができる。なお、雄ネジ部 5 0 及び雌ネジ部 5 5 の0 リング6 0 の反対側



は、止輪 5 8 と係止部 5 6 との係合、及び、ある程度軸方向長 さ （シール長

) が長いナ ツ 卜部材 3 4 の小径部 によってナ ツ 卜部材 3 4 と止輪 5 8 の間は

ごくわずかな隙間 とすることがで きるため、水分及び埃等の異物が浸入する

ことを抑制することがで きる。 また、例 えナ ッ ト部材 3 4 と止輪 5 8 の間か

ら水分及び埃等の異物が浸入 した と しても、 0 リング 5 4 によって、ケース

2 6 とソ レノィ ドケース 4 との間がシール されているので、ケース 2 6 内

への水分及び埃等の異物の浸入は防止することがで きる。

[0025] 次 に、緩衝器 1 の製造工程 について説明する。

ケース 2 6 が溶接等 によって一体 に取付 け られた外筒 3 は、 カチオ ン電着

塗装等の電着塗装が施 される。 この とき、外筒 3 及びケース 2 6 の内部、並

びに、ケース 2 6 の外周部の雄 ネジ部 5 0 に塗料が付着 しないようにマスキ

ングを行 う。雄 ネジ部 5 0 は、 シール溝 5 1 に 0 リング 6 0 を嵌合 し、図 3

に示すように略有底円筒状のマスキング部材 1 0 0 を雄 ネジ部 5 0 に被せて

、 そのマスキング部材 1 0 0 の円筒部の内周面 を 0 リング 6 0 に密着 させて

、マスキングを行 う。 ここで、マスキング部材 1 0 0 は、 シ リコン樹脂な ど

伸縮性があ り、かつ塗装時の熱 に耐えうる材質を適宜選択可能である。次 に

、マスキングされた外筒 3 及びケース 2 6 を電着槽 に浸潰 して電着塗装 を行

う。 これによ り、 0 リング 6 0 を利用 して塗装時のマスキングを行 うことが

で きる。

[0026] 塗装後、外筒 3 内に各部品を装着する。 また、ケース 2 6 内に、連結管 3

0 、 スぺ一サ 3 2 、 メインボデ ィ 3 5 、パイロッ トピン 3 6 及びパイロッ ト

ボデ ィ 3 7 及び ソ レノィ ドケー ス 4 を揷入 し、ナ ツ 卜部材 3 4 をケー ス 2

6 にね じ込み、軸力を付与 して、 これ らの各部品を固定する。ケース 2 6 内

に、連結管 3 0 、 スぺ一サ 3 2 、 メインボデ ィ 3 5 、パイロッ トピン 3 6 及

びパイロッ 卜ボデ ィ 3 7 及び ソ レノィ ドケー ス 4 は、適宜、サ プアセ ンプ

リ化 してもよい。

[0027] このように、 0 リング 6 0 は、緩衝器 1 の製造工程 においては、塗装時の

マスキングと して機能することがで き、 また、緩衝器 1 の完成後 は、未塗装



の雄 ネジ部 5 0 及び雌 ネジ部 5 5 のシール と して機能 して、錡及び腐食の発

生を抑制することがで きる。

[0028] なお、上記実施形態 において、 0 リング 6 0 のシール溝 5 1 は、ケース 2

6 側 に形成する代 りにナ ツ 卜部材 3 4 側 に形成 してもよい。但 し、 この場合

、外筒 3 及びケース 2 6 の塗装時には、 0 リング 6 0 の代わ りにマスキング

部材側 にシール手段 を設 ける必要がある。なお、 0 リング 6 0 はケース 2 6

側 に形成 したほうが、 0 リング 2 6 をシール溝 5 1 に装着 した後、マスキン

グ部材か らケース 2 6 側 につけかえる必要がないので、 よ り好 ま しい。上記

実施形態では、本発明を一例 と して複筒式の減衰力調整式緩衝器 に適用 した

場合ついて説明 しているが、本発明はこれに限 らず、外筒 3 (緩衝器本体部

) 及びケース 2 6 に相 当する部材 を有するものであれば、他の形式の緩衝器

にも適用することがで きる。

[0029] また、ケース側 ネジ部 は雄 ネジ、螺合部材側 ネジ部 は雌 ネジと したが、 そ

れ とは逆 に、ケース側 ネジ部 を雌 ネジ、螺合部材側 ネジ部 は雄 ネジと しても

よい。 しか し、ケース側 ネジ部 は雄 ネジ、螺合部材側 ネジ部 は雌 ネジと した

ほうが、生産性の観点か ら望 ま しい。



請求の範囲

[ 請求項 1] 作動流体が封入されたシ リンダと、該シ リンダ内に挿入された ビス

卜ンと、

該 ピス トンに連結 されて前記シ リンダの外部 に延出された ビス トン

□ ッ ド' と、

前記シ リンダ内の ビス 卜ンの摺動 による作動流体の流れを制御 して

減衰力を発生させる減衰力発生機構 とを備 えた緩衝器 において、

前記シ リンダを含む緩衝器本体部の側部 に突出する筒状のケースと

、該ケースの外周部 に形成 されたケース側 ネジ部 と、前記ケース側 ネ

ジ部 に螺合するネジ部が内周部 に形成 された筒状の螺合部材 と、前記

ケースの外周部 と前記螺合部材の内周の螺合部材側 ネジ部 との間に設

け られて前記ケース側 ネジ部及び螺合部材側 ネジ部 を外部か らシール

する環状のシ一ル部材 とを備 えていることを特徴 とする緩衝器。

[ 請求項 2 ] 前記ケースの外周部 に環状のシール溝が形成 され、前記シール部材

は、前記シール溝 に嵌合 されていることを特徴 とする請求項 1 に記載

の緩衝器。

[ 請求項 3 ] 前記ケースは、外周部の少な くとも一部が塗装 され、前記雄 ネジ部

は、未塗装であることを特徴 とする請求項 1 又は 2 に記載の緩衝器。

[ 請求項 4 ] 前記ケース内に嵌合 されて前記螺合部材 によって前記ケースに固定

される嵌合部材 を有 し、前記ケースの内周部 と前記嵌合部材の外周部

との間に環状の主シール部材が設 け られていることを特徴 とする請求

項 1 乃至 3 のいずれかに記載の緩衝器。

[ 請求項 5 ] 前記ケース側 ネジ部 は雄 ネジ、前記螺合部材側 ネジ部 は雌 ネジとす

ることを特徴 とする請求項 1 乃至 4 の何れかに記載の緩衝器。

[ 請求項 6 ] 請求項 2 に記載の緩衝器の製造方法であ つて、

前記ケースの環状溝 に前記シール部材 を嵌合する工程 と、

前記シール溝 に嵌合 された前記シール部材 に内周面が密着する筒状

部 を有するマスク部材 を前記ケースに外嵌 して、前記雄 ネジ部 をマス



クする工程 と、

前記ケースの外周部 を塗装する工程 とを有すること特徴 とする緩衝

器の製造方法。
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